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１．日本商工会議所における脱炭素支援



（１）カーボンニュートラルに向けた動向

＜国内における主な動き＞

＜地域における主な動き＞

• 2050年カーボンニュートラル表明以降、国内では目標達成に向けた施策が打ち出される

• 目標達成に向け、各地域においても取組みが進められている
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１．日本商工会議所における脱炭素支援

◼ 2020年10月：菅総理「2050年カーボンニュートラル」表明

◼ 2021年５月：菅総理「2030年度温室効果ガス排出46%削減（13年度比）」表明

◼ 2021年６月 ：地域脱炭素ロードマップの策定

◼ 2021年10月：第6次エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画を閣議決定

◼ 2022年７月 ：GX実行会議の設置

◼ 2023年５月 ：GX推進法、GX脱炭素電源法の成立

◼ 脱炭素先行地域の選定

全国36道府県95市町村の計74件の計画提案を脱炭素先行地域として選定(2023年11月時点)

https://www.env.go.jp/press/press_02388.html

◼ ゼロカーボンシティ

2023年12月28日時点で1013自治体（46都道府県、

570市、22特別区、327町、48村）
【参考】環境省HP

https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html

出典：
環境省HP

※役職は当時

https://www.env.go.jp/press/press_02388.html
https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html


• 中小企業は全企業数の99.7%、温室効果ガス排出量の１～２割

• 多くの中小企業が脱炭素に向けて、「エネルギーコスト上昇を危惧」しながらも、現時点では、
「特に取組みは行っていない」、「何から始めたらよいか分からない」

• 一部には、「経営改善につなげたい」、「社会的責任として重要」との声も

（日本商工会議所LOBO調査（2023年8月）より）
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（２）中小企業の現状

１．日本商工会議所における脱炭素支援

46.8%

14.3%

30.7%

23.7%

23.3%

25%

28.4%

51.1%

17.2%

18.4%

19.3%

27.1%

60.4%

現時点では見当がつかない、

分からない

エネルギー安定供給への影響を

危惧している

企業の社会的責任や自社イメージ

向上等の観点で重要

省エネ・省CO２に取組み、コスト

削減・経営改善に繋げたい

エネルギーコスト上昇を

危惧している

2050年カーボンニュートラルに
対する考え・対応

CO2等の温室効果ガス
排出削減に向けた取組み

8.4%

22.4%

21.1%

15.2%

48.2%

11.4%

15.7%

21.3%

23.8%

36.6%

自社の温室効果ガス排出削減に

向け、排出量を計測・把握している

取り組み始めなければいけないと

考えているが、何から始めてよいか

分からない

自社の温室効果ガス排出削減に

向けた具体的な取組みを

進めている（進めたい）

カーボンニュートラル・省エネ等に

関するセミナーやメディア・書籍等

を通じ情報収集を行っている

特に必要性を感じないので取組みは

行っていない

■2023年
■2022年
■2021年

■2023年
■2022年



知る （情報提供・理解促進）

• 省エネ・脱炭素関連セミナーの実施

• eco検定［東京（全国対象）］https://kentei.tokyo-cci.or.jp/eco/
– 環境問題に関する知識を幅広く体系的に身に付ける「環境教育の
入門編」として、2006年の試験開始以来、約54万人が受験

測る （排出量計測・把握）

• CO2チェックシート［日本］http://eco.jcci.or.jp/checksheet
– 日本商工会議所が無料で提供する、自社のエネルギー使用量や

CO2排出量を簡単に“見える化”できるツール

– 電力・灯油・都市ガスの毎月の使用量・料金を、Excelシートに
入力・蓄積することで、CO2排出量・コスト削減効果を自動計算

減らす（省エネ・脱炭素型設備導入）

• 省エネ・脱炭素関連の補助金等支援策の紹介［日本・東京ほか］
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（３）「知る・測る・減らす」の３ステップでの中小企業支援

• 「何から始めたらよいか分からない」とした中小企業の声を踏まえ、段階的な脱炭素支援を実施

１．日本商工会議所における脱炭素支援

https://kentei.tokyo-cci.or.jp/eco/
http://eco.jcci.or.jp/checksheet


２．CO2排出量算定ツール

「CO2チェックシート」について
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• 2011年10月からサービス提供開始

• 商工会議所の会員・非会員を問わず、どんな企業様にも利用可能な無料ツール

（１）CO2チェックシートの概要とポイント

➢ 自社のエネルギー使用量やCO2排出量を簡単に“見える化”

➢ 環境省「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」の排出係数を利用

➢ 毎月の使用量・料金をExcel入力するだけで、CO2排出量が自動計算

➢ 計測開始月は自社の決算月に合わせ自由に設定可能

➢ 電力会社別、電気を多く使う時間帯別など、利用形態に応じた設定が可能

＜こんな方にオススメ＞

省エネは
何から始めたらいい？

省エネ設備導入に
メリットはある？

エネルギー価格高騰で、
どれだけ電気料金は
上がっている？

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について
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• CO2チェックシートは近年、利用者数が急増
• 利用者からは、「エネルギー関連の専門知識がなくても簡単に利用ができる」、「入力は簡単
で事務的負担も少ない」といった声が寄せられている

• また、金融機関・地方自治体から、脱炭素支援に本シートを活用したいという声も

（１）CO2チェックシートの概要とポイント（利用状況）

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について

83

405

1418
1781

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

CO2チェックシートダウンロード数（累計）
利用者の声

(金融機関・地方自治体)

• 取引先（地元企業）へ提供して、
CO2排出削減を働きかけたい

• 融資の際の、評価項目の一つとし
て利用していきたい

(中小企業事業者 等)

• エネルギー関連の専門知識がなくて
も簡単に利用ができる

• 無料かつ、Excelで簡単に利用が
できるため、サプライヤーにも好評

• 地元商工会議所からの紹介で、本
ツールを知り、利用している。入力は
簡単で事務的負担も少ない

(2024年１月末時点)
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• 「日商エネルギー・環境ナビ」（ https://eco.jcci.or.jp/ ）を検索

➡当該サイトは、低炭素経営とコスト削減の両立を目指し、中小企業の皆さまが、自主的に行う地球

温暖化対策への取組みを支援するサイト

（２）CO2チェックシートの使い方（ダウンロード方法）

※ 無記入でも可

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について

https://eco.jcci.or.jp/
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１．「co2_check_sheet_●●●●.xlsx」

➡実際に電力、灯油等、毎月の使用量と料金を入力するExcelファイル

２．「keisu.xlsx」

➡上記ファイルでCO2排出量を自動計算するための排出係数が記載されたExcelファイル

（２） CO2チェックシートの使い方（ダウンロードファイル）

＜シートの種類＞
・使用方法シート
・入力シート（年度ごと）
・シミュレーションシート
・年度比較シート

＜シートの種類＞
・排出係数シート（年度ごと）

※排出係数は、環境省の「算定方法・
排出係数一覧」の数値を反映
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc
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（２） CO2チェックシートの使い方（排出係数）

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について

※「算定方法・排出係数一覧」（環境省）https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc
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① 貴社名を入力ください。 ＜自由記述＞

② ご利用の電気事業者を選択してください。＜選択：北海道/東北/東京/中部/北陸/関西/中国/四国/九州/沖縄/その他＞

③ エネルギー利用量が多くなる主な時間帯を選択してください。＜選択：「昼間」/「夜間」/その他＞

④ 計測される開始月を選択してください。 ＜選択：１～12月＞

⑤ グラフ化する項目を選択してください。 ＜選択：電力、灯油、A重油、都市ガス、LNG、LPG、ガソリン、軽油

水使用量合計、紙類廃棄、その他一般廃棄物、産業廃棄物＞

（２） CO2チェックシートの使い方（基本情報の入力）

① ② ③ ④

⑤

【補足】

② 該当する電気事業者がない場合は、「その他」をご選択ください。

その他をご選択いただくと「調整後排出係数」の入力が可能になり、ご自身で排出係数をご入力いただけます。

③ 「昼間」の単位発熱量は「9.97」、「夜間」の単位発熱量は「9.28」で計算 ※keisu.xlsxに記載あり

上記以外の単位発熱量を利用する場合は、「その他」をご選択のうえ、ご自身で単位発熱量を設定してください。

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について
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（２） CO2チェックシートの使い方（電気・ガス等の使用量、使用料金の入力）

• 貴社の使用量・使用料金を該当の月にご入力ください。

• 使用量を入力すると、「CO2排出量合計（kg－CO2）」、「一次エネルギー換算エネルギー使用量合計（MJ）」
が自動計算されます。

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について
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（２） CO2チェックシートの使い方（コスト削減効果・CO2排出削減量 シミュレーション）

① 蛍光灯の年度期間 ➡比較したい年度をご選択ください。

② LEDに設備更新した場合の年度期間 ➡比較したい年度をご選択ください。

③ 業種・地域 ➡自社に該当する項目をご選択ください。

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について
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（２） CO2チェックシートの使い方（年度比較）

• 比較したい年度をご選択いただくと、CO2排出量、エネルギー使用量等の経年比較ができます。

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について
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• CO2チェックシートの使い方を一からわかりやすく説明したご利用ガイド動画

＞https://youtu.be/Bcnen98IXJU

（２） CO2チェックシートの使い方（ご利用ガイド動画）

２．CO2排出量算定ツール「CO2チェックシート」について

https://youtu.be/Bcnen98IXJU


よくある問い合わせ



よくある問い合わせ 18

◼該当する電気事業者がない場合はどうすればよいか。
➡基本情報の入力時に「その他」をご選択いただくと、ご自身で自由に排出
係数を入力することができます（p14参照）。

◼環境省で公表されている排出係数とCO2チェックシートに反映されている
排出係数が異なっている。
➡CO2チェックシートで用いる排出係数の単位は「kg-co2/kwh 」 のため、
環境省の「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」における排出係
数の単位「t-co2/kwh」から「kg-co2/kwh」への単位換算が必要です。

◼一度ダウンロードしたExcelシートを使い続けることができるか。
➡CO２チェックシートは環境省で公表された排出係数を毎年度更新し、
新年度のExcelシートを追加しています。次年度も継続してご利用いただく
場合は、新年度の排出係数が反映されたシートを改めてダウンロードしてく
ださい。

※毎年度４月末～５月中旬頃を目途に新年度Excelシートを公開



参考資料①

商工会議所における脱炭素支援



参考資料① 商工会議所における脱炭素支援

➢ みんなで取り組む AP100チャレ
➢ みんなで取り組む 環境アクション

AP100

チャレンジ
みんなで取り組む
環境アクション

キャッチフレーズ・シンボルマーク

◼ 日商では、全国515商工会議所における「商工会議所環境アクションプラン」の策定を支援する
プロジェクト「商工会議所環境AP100チャレンジ」を実施しています。

• まずは100商工会議所が「商工会議所環境アクションプラン」を策定することを目標。
• 最終的には全ての商工会議所（100％）が策定することを目指す。

「商工会議所環境AP100チャレンジ」 プロジェクト（略称：「AP100チャレ」）概要

20
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商工会議所としての強みを生かした取組み（各地商工会議所）

参考資料① 商工会議所における脱炭素支援

省エネ・再エネ導入支援窓口
（札幌商工会議所）

カーボンニュートラル・アクション・サポートデスク
（名古屋商工会議所）

■ CO2排出量の算定、省エネ設備の導入、SDGsなど、環境
活動に関する様々な相談に対し、オンラインによる無料相談
（会員限定）を実施

■ CN実現に貢献するソリューション(※)をもつ企業（会員限
定）とCN実現に意欲のある企業をつなぐウェブサイト
※太陽光発電、空調、遮熱、コンサルティング、省エネ診断など

■ サイト登録料、マッチング手数料は無料■ 環境に関連する施策・補助金、
CO2排出量簡易診断などの各
種情報提供を行うとともに、集合
セミナーの実施等を通じて、中
小・小規模企業の脱炭素に向け
た取組みを一貫して支援。
https://cn.nagoya-cci.or.jp/ https://carbonneutral-cci.jimdofree.com/

カーボンニュートラル対応マッチングサイト
（浜松商工会議所）

「Tosho 攻めの脱炭素」（東京商工会議所）

■ カーボンニュートラル実現に向けて省
エネ設備や再生可能エネルギーの導
入を支援する相談窓口を新たに設
置。札幌市と連携して事業者の実
態に即した脱炭素支援を展開する

■ 「塾」「市場」「ラボ」の3事業からなる支援事業を通じ、会員
中小企業による省エネ・脱炭素の取組みを、「攻め」＝経営
改善と新たなビジネスチャンスにつなげる

https://www.sapporo-
cci.or.jp/web/purpose/04/details/
post_118.html

https://www.tokyo-cci.or.jp/carbon_neutral/

https://cn.nagoya-cci.or.jp/
https://carbonneutral-cci.jimdofree.com/
https://www.sapporo-cci.or.jp/web/purpose/04/details/post_118.html
https://www.sapporo-cci.or.jp/web/purpose/04/details/post_118.html
https://www.sapporo-cci.or.jp/web/purpose/04/details/post_118.html
https://www.tokyo-cci.or.jp/carbon_neutral/


参考資料②

経済産業省・環境省における脱炭素支援
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経済産業省による脱炭素支援

中小企業の皆様「省エネ診断」を活用しませんか？

参考資料②．経済産業省・環境省における脱炭素支援

中小企業等のカーボンニュートラル支援策

• CO2チェックシートによるCO2排出量の見える化は取組みの第一歩

• その先の具体的な排出量削減については、経済産業省・環境省で様々な支援メニューを提供
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環境省による脱炭素支援

脱炭素経営に向けた「知る・測る・減らす」の３ステップ支援

参考資料②．経済産業省・環境省における脱炭素支援
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環境省による脱炭素支援

脱炭素地域づくり支援サイト

参考資料②．経済産業省・環境省における脱炭素支援

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/

• 脱炭素地域づくりの促進に向けて、関係府庁の主な支援ツール・枠組みを提供

• 全国で多くの「脱炭素ドミノ」を起こし、2050年を待たずに脱炭素達成を目指す

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/
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